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幼児教育・保育の無償化に関する国と地方の協議の経緯
平成 2 9年 1 2月８日
平成 3 0年６月 1 5日

11月21日、
1 2月３日

1 2月 2 5日

1 2月 2 8日
平成 3 1年２月 1 4日

令和元年５月 1 0日
８ 月 ２ 日

1 0月 3 1日

令 和 ２ 年 ２ 月 ３ 日

９月 1 6日

令 和 ３ 年 ３ 月 ２ 日

教育の無償化に関する国と地方の協議
議題：国と地方の負担割合、財政措置
（地方側） 全国知事会会長、全国市長会会長、全国町村会会長 他
（政府側） 内閣府特命担当大臣（少子化対策）、文部科学大臣、厚生労働大臣、総務大臣

幼児教育・保育の無償化に関する協議の場 幹事会（第１回）
議題：対象となる認可外保育施設の範囲を条例で定めることを可能とする仕組みの検討
（地方側） 全国知事会が推薦する知事、全国市長会が推薦する市長、全国町村会が推薦する町村長
（政府側） 内閣府子ども・子育て本部統括官、文部科学省初等中等教育局長、厚生労働省子ども家庭局長

幼児教育・保育の無償化に関する協議の場 幹事会（第２回）
議題：ベビーシッターが無償化の対象となるための基準の検討

幼児教育・保育の無償化に関する協議の場 幹事会（第３回）
議題：法案成立後の準備状況

幼児教育・保育の無償化に関する協議の場
議題：無償化の施行状況
（地方側） 全国知事会会長、全国市長会会長、全国町村会会長
（政府側） 内閣府特命担当大臣（少子化対策）、文部科学大臣、厚生労働大臣

幼児教育・保育の無償化に関する協議の場 幹事会（第４回）
議題：幼児教育・保育の無償化に関する取組状況等

市
町
村
実
務
検
討
チ
ー
ム
を
計
12
回
、
都
道
府
県
・
市
町
村
Ｗ
Ｇ
を
計
９
回
開
催

幼児教育・保育の無償化に関する協議の場 幹事会（第5回）
議題： ・幼児教育・保育の無償化の施行状況について

・幼児教育・保育の無償化の対象とならない多様な集団活動等への支援の在り方について
・認可外保育施設の質の確保・向上に向けた取組について

幼児教育・保育の無償化に関する協議の場 幹事会（第６回）
議題： ・幼児教育・保育の無償化の施行状況について

・幼児教育・保育の無償化の対象とならない多様な集団活動等への支援の在り方について
・認可外保育施設の質の確保・向上に向けた取組について

「新しい経済政策パッケージ」（閣議決定）
「経済財政運営と改革の基本方針2018」（閣議決定）

「幼児教育・高等教育無償化の制度の具体化に向けた方針」（関係閣僚合意）

子ども・子育て支援法の一部を改正する法律が成立
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幼児教育・保育の無償化（概要）

〇 ３～５歳の保育所等の利用料を無償化等を実施（下記参照）。対象人数は約300万人。
〇 財源は、国と地方で適切な役割分担をすることが基本であり、消費税増収分を活用し必要な地
方財源を確保。（令和３年度予算は事業費8,858億円（公費））

〇 幼児教育・保育の無償化に関する様々な課題について、PDCAサイクルを行うため、国と地方
自治体による協議（知事会・市長会・町村会から推薦された首長等がメンバー）を継続して実施。

＜無償化前＞ ＜無償化後＞

施設等の種類 認定区分 歳児クラス 保 育 料
（月額） 認定区分 保 育 料

（月額）
預かり保育等利用料

（月額）

子ども・子育て
支援新制度対象園

教
育
・
保
育
給
付

１
号

３歳～５歳
(新制度幼稚園、認定こども園)

所得に応じて徴収
（最大25,700円）

教
育
・
保
育
給
付

１
号

所得にかかわらず
０円（不徴収） ＋ 所得にかかわらず

１１，３００円を上限に給付
※共働き家庭等の場合のみ

２
号

共働き家庭等の
３歳～５歳

(保育所等、認定こども園)

所得に応じて徴収
（平均37,000円）

２
号

所得にかかわらず
０円（不徴収）

３
号

共働き家庭等の
０歳～２歳

(保育所等、認定こども園)

所得に応じて徴収
（平均42,000円）

３
号

市町村民税非課税世帯は
０円（不徴収）

私学助成園 ３歳～５歳
(新制度未移行幼稚園)

所得に応じて還付
（最大25,700円）

施
設
等
利
用
給
付

１
号

所得にかかわらず
２５，７００円を上限に給付
※保育料が上限額を上回る場合の
差額は引き続き保護者の負担

＋ 所得にかかわらず
１１，３００円を上限に給付
※共働き家庭等の場合のみ

認可外保育
施設等

共働き家庭等の
３歳～５歳

(保育所等、認定こども園)
所得に応じて徴収 ２

号

所得にかかわらず
３７，０００円を上限に給付
※保育料が上限額を上回る場合の
差額は引き続き保護者の負担

共働き家庭等の
０歳～２歳

(保育所等、認定こども園)
所得に応じて徴収 ３

号

市町村民税非課税世帯は
４２，０００円を上限に給付
※保育料が上限額を上回る場合の
差額は引き続き保護者の負担

預かり保育を実施していない場合
や十分な実施水準ではない場合、
預かり保育の残額の範囲で認可外
保育施設等の利用が可能

（
新
設
）

幼児教育・保育の負担軽減を図る少子化対策・生涯にわたる人格形成や義務教育の基礎を培う幼児教育の重
要性を目的として、「新しい経済政策パッケージ」等を踏まえ、令和元年10月より実施。
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幼児教育・保育の無償化に係る国と地方の所要額について
（令和３年度予算案）

＜備考＞
・四捨五入により、端数において合計とは一致しない。
・所要額は、「新しい経済政策パッケージ」に基づく、幼児教育・無償化の予算案である。

区分
国・地方合計（億円）

国 都道府県 市町村

施設型給付
（地域型保育給付含む）

＜新制度＞保育所・幼稚園等

私
立 5,054 2,527 1,264 1,264

公
立 2,038 - - 2,038

子育てのための
施設等利用給付

新制度の対象とならない幼稚園等 1,165 583 291 291

認可外保育施設等 292 145 73 73

預かり保育 309 154 77 77

合計 8,858 3,410 1,705 3,743
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幼児教育・保育の無償化に係る事務費について

令和３年度以降の事務費に対する財政措置

令和元年度及び令和２年度の事務費に対する財政措置

幼児教育無償化の制度の具体化に向けた方針（平成30年12月28日関係閣僚合意）（抜粋）
３（２）財政措置等
（事務費・システム改修費）
○ 幼児教育無償化の実施に当たって、初年度（2019年度）及び２年目（2020年度）の導入時に必要な事務費について、それぞれ全額国費による
負担として措置する。さらに、新たに対象となる認可外保育施設等の無償化に係る事務費については、経過措置期間（～2023年度）に係る費用
相当額を全額国費で負担するべく措置を講ずる。

（参考１）令和３年度の地方財政の見通し・予算編成上の留意事項等（令和３年１月22日総務省自治財政局財政課事務連絡）（抜粋）
第３ 予算編成上の留意事項

21
また、令和元年度及び令和２年度において全額国費により措置されていた幼児教育・保育の無償化の事務費並びに都道府県が行う

授業料等減免の対象となる私立専門学校の確認及び減免費用の交付に係る高等教育の無償化の事務費については、令和３年度以降は、
地方財政計画に所要額を計上するとともに、新たに地方交付税措置を講ずることとしている。

令和３年度以降における幼児教育・保育の無償化に係る事務費（認可外保育施設等の無償化に係るものを除く。）については、
地方交付税により措置を講じることとしている。

基準財政需要額 基準財政収入額

幼児教育・保育の無償化の事務費分を計上 地方交付税措置

各自治体ごとの標準的な水準における行政を
行うために必要となる一般財源
【基準財政需要額】

単位費用 × 測定単位 × 補正係数

地方自治体の標準的な税収入の一定割合により
算定された額
【基準財政収入額】

標準的な地方税収入見込額 × 75％

⇒ 初年度については、子ども・子育て支援事業費補助金（120億円）により措置を講じ、２年目については、安心こども基金を
積増す(360億円（認可外保育施設等の令和３年度から令和５年度までにおける事務費（120億円）を含む。）ことにより措置を
講じることとした。

（参考２）地方交付税措置のイメージ

4



５ 義務付け・枠付けの見直し等
【内閣府】
（９）子ども・子育て支援法（平24法65）
（ⅳ）子育てのための施設等利用給付（30条の２）について、施設等利用給付認定保護者（30条の５第３

項）が、その小学校 就学前子ども（30条の４第１項）の利用する特定子ども・子育て支援施設（７条
10項１号から３号の施設に限る。）を変更せずに月の途中で他の市町村（特別区を含む。以下この事項
において同じ｡）に転居した場合に、関係市町村間の調整により、月割りによる給付が可能であること等
を地方公共団体に通知する。
（関係府省：文部科学省及び厚生労働省）
［措置済み（令和２年10月26日付け内閣府子ども・子育て本部参事官（子ども・子育て支援担当）付、

内閣府子ども・子育て本部参事官（認定こども園担当）付、文部科学省初等中等教育局幼児教育課、厚生
労働省子ども家庭局総務課少子化総合対策室、厚生労働省子ども家庭局保育課事務連絡、幼児教育・保育
の無償化に関する自治体向けFAQ【2020年10月30日版】）］

幼児教育・保育の無償化に関する自治体向けＦＡＱ【2020年10月30日版】（抄）

令和２年の地方からの提案等に関する対応方針（令和２年12月18日閣議決定）（抄）
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昨
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1
0
月

に
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幼
児

教
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保

育
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無
償
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に
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て
、
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子
ど
も
の
た
め
の

教
育
・
保
育
給
付
」
ま
た
は
「
子
育
て
の
た
め
の
施
設
等
利
用
給
付
」
の
受
給
に
当
た
っ
て
は
、

無
償

化
の

対
象

と
な

る
小

学
校

就
学

前
子

ど
も
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保
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者

が
、

そ
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こ
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は
、
施
設
等
利
用
給
付
認
定
の
効
力
が
、
同
認
定
を
転
入
先
市
町
村
に
申
請
し
た
日

以
降
に
の
み
発
生
す
る
こ
と
に
よ
る
も
の
で
す
。
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な
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定
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設
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う
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取
り
組
み
い
た
だ
い
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市
町
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も
あ
ろ
う
か
と
存
じ
ま
す
が
、
同
保
護
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